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１．緒言 

１．１ 背景 

日本野球連盟登録規定１）第３条加盟チームの種別によると（１）会社登録チームと（２） 

クラブ登録チーム に分類される。「会社登録チームとは会社等の法人が加盟登録したチー

ムをいう。なお、公共団体等が加盟登録したチームも会社登録とみなす。クラブ登録チー

ム（以下クラブチーム） とは、会社登録チーム（以下会社チーム）以外のチームをいう。」 

と規定されている。 

日本野球連盟加盟チームの推移２）によると、社会人野球チームの 1963年の加盟チーム

数は、会社チーム 237、クラブチーム 76計 313チームであったが、2012年 8月 3日の加盟

チーム数は、会社チーム 98、クラブチーム 272計 370チームとなっており、加盟チームの

うち 73.5％はクラブチームが占めている。(図 1) 1993年以降、会社チームの撤退が加速

し、クラブチームは増加している。硬式野球の普及の面から、日本野球連盟は増加したク

ラブチームの振興が課題となっている。 

 

図１ 加盟チームの推移 出所)日本野球連盟ホームページより筆者作成 
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１．２ 地域貢献活動の提唱 

日本野球連盟は、2011年 10月 21日に基本理念と活動指針３）を制定した。地域社会の発

展に寄与するために、地域社会、自治体、企業、そしてそのコミュニティに生きる住民や

仲間たちとの架け橋となって、喜びと感動を共有できる存在（地域の財産）となることを

目指すとしている。具体的な活動として①野球教室等の開催②施設の開放③ボランティア

活動への参加を掲げている。日本野球連盟は加盟チームに対し地域の財産になるために地

域貢献活動を提唱している。 

角 4）は、地域貢献活動とは社会貢献活動の中で、特定の地域の社会的課題解決に目的が

絞られた活動と定義しており、本研究ではクラブチームが競技活動を行う上で、影響を与

え、受けているエリアでの活動を地域貢献活動と定義する。 

ソーシャルビジネス研究会 5）は、社会的課題の具体的項目として高齢者・障害者の介護・

福祉、共働きの実現、青少年・生涯教育、まちづくり・まちおこし、環境保護、貧困問題

の顕在化と示している。 

 

１．３ 地域貢献活動と賛助会員制度による運営資源 

日本野球連盟にて 2008 年に実施されたクラブチームアンケート調査 6）によるとクラブ

チームの運営の財源は、クラブチームに所属する役員及び選手からの会費が 68.4％を占め

ていた。この会費以外の収入源として、個人からの寄付金 11.5％、法人からの寄付金 11.2％

であった。高橋ら 7）は、クラブチームの支援方法として会員制度による資金提供の有効性

を示している。ホームページにより賛助会員制度を導入しているクラブチームの存在が確



3 

 

認された。賛助会費は法人、個人に分けられ、1 口の金額が規定されている。賛助を希望

する法人及び個人は、規定された単位に沿ってクラブチームへ賛助会費を納付する。広辞

苑 8）によると賛助とは、「趣旨に賛成して助力すること」としている。賛助会費の納付は

クラブチーム事業へ賛成した行動であると定義できる。 

プロ野球独立リーグＡ球団は、小学校下校途中のガードマン役、清掃活動、あいさつ運

動、餅つき大会や祭りの参加等地域貢献活動が 1年間に 150回を超えた。地域自治体が実

施すべき活動をＡ球団が行っていることを理由に県と県内市町村はＡ球団に出資したこと

を朝日新聞 9）は報告している。武藤 10）は、地域プロスポーツクラブがマーケティングあ

るいは販売促進活動の一環として参加する地域貢献活動は、行政目的を行政と違う手段で

遂行していると報告している。松橋ら 11)は、スポーツを通じた地域貢献活動や地域行事へ

の参加や訪問活動は、経営資源の乏しいクラブにおいて、地域コミュニティからの新規ス

ポンサー、人的及び物的資源による支援が経営にとって重要であると述べている。本研究

において、松橋ら 11)を引用し「地域コミュニティ」を自治体や学校区などの住民、町内会、

自治会、ＰＴＡ等の地域組織の成員、商店街の店主や関係者、地域にある企業の構成員な

ど、一定の地理的広がりの中で生活・仕事・非営利の社会活動などを共にする人の集まり

を指す多様なものと考えることにする。 

以上の先行研究から、クラブチームの地域貢献活動は、地域コミュニティへの認知と賛

助会費収入の要因であると考えられる。クラブチームの地域貢献活動が特定の地域の社会

的課題を解決することが可能であれば、特定の地域において有益な組織であるといえる。 
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本研究は、法人及び個人により規定された金額を会費とする賛助会費に着目し、クラブ

チームの地域貢献活動が賛助会費収入の有無を規定する要因を明らかにすることを目的と

する。なお、本研究において賛助会員による会費の納入は、クラブチーム事業への賛同と

支援の行動と定義した。 

 

２．研究方法 

２．１ 調査実施概要 

2012年 9月 29日から 11 月 2日の期間で面談法にて、地域貢献活動を行っている 3チー

ムと地域貢献活動を行っていない 2チームに対し予備調査を行い、調査項目を決定した。 

2012年 8月に日本野球連盟にクラブチーム登録されている 272チームを対象に、質問紙

郵送法によるアンケート調査を実施した。回収期間は 2012年 11月 5日から 12月 15日と

した。 

 

２．２ 調査項目 

調査項目は、回答クラブチームの属性に関する 5項目、競技活動に関する 5項目、財務

に関する 4項目、地域貢献活動に関する 3項目、その他 1項目 計 18項目について調査を

実施した。そのうち本研究の分析で用いた調査項目は、属性に関する 3 項目、競技活動に

関する 3項目、財務に関する 3項目、地域貢献活動に関する項目 1項目、その他 1項目 計

11項目である。(表１) 
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表１ 調査項目 

 

 

２．３ 分析方法 

賛助会費収入の有無の要因を検討するため、尤度比較検定による変数減少法にて二項ロ

ジスティック回帰分析を行い、最適な変数の組み合わせ、オッズ比及び 95%信頼区間を求

めた。 

従属変数は、2012年の賛助会費制度による会費収入の「なし」に 0、「あり」に 1のダミ

ー変数を付与した。独立変数は、特定の競技の普及を目的とする野球関係の地域貢献活動

と特定の地域の社会的課題の解決を目的とする野球関係以外の地域貢献活動に分類した。

野球関係の地域貢献活動と野球関係以外の地域貢献活動の各項目について「実施しなかっ

た」に 0、「実施した」に 1のダミー変数を付与した。調整変数は、2010年から 2011年の

三大大会出場（都市対抗野球大会、日本選手権大会、全日本クラブ野球選手権大会）が「な

調査項目
○ 活動年数
○ 運営形態
○ 役員数

入退会数
プロ及び会社チーム経験者数

○ 設立目的
○ 目標とする大会

活動の問題点
○ 活動日数

活動拠点
入会金と年会費

○ 年間収入及び支出
○ 賛助会費制度
○ スポンサー制度
○ 地域貢献活動の実施状況

諸機関との連携先
社会公益性

その他 ○ 自主運営の理念

＊○は、分析に用いた変数

属性

競技活動

財務

地域貢献
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し」に 0、「あり」に 1のダミー変数を付与、ＮＰＯ法人化「それ以外」に 0、「ＮＰＯ」に

1のダミー変数を付与、自主運営の理念の認知「知らない」に 0、「知っている」に 1のダ

ミー変数を付与、活動年数、一週間の活動日数、2011年の役員数は計量とし、人口は対数

とした。(表２) 

二項ロジスティック分析後、従属変数の独立性を判断するために量的データ以外の独立

変数及び調整変数はχ2検定を行った。 

表２ 変数一覧表 

 

変数名 概要 変数
従属変数
賛助会費 2012年の賛助会費収入 ダミー

0=賛助会費収入なし
1=賛助会費収入あり

独立変数
野球関係の地域貢献活動 2011年の実施状況 ダミー

0=実施しなかった
1=実施した

野球関係以外の地域貢献活動 2011年の実施状況 ダミー
0=実施しなかった
1=実施した

調整変数
三大大会出場 2010年から2011年 ダミー

0=予選敗退
1=出場

ＮＰＯ法人化 運営組織 ダミー
0=それ以外
1=ＮＰＯ

「自主運営の理念」の認知 会員の認知 ダミー
0=知らない
1=知っている

活動年数 チーム活動継続年数 計量

活動日数 １週間の活動日数 計量

2011年の役員数 運営部門の人数 計量

人口 チーム所在地の人口 対数
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３．結果 

３．１ アンケート回収結果 

アンケート回収結果は配布数 272通に対し、配達不能数 19通、無効回答数 3通、最終有

効回答数 89 通であった。加盟クラブチーム数 272 対し有効回答率 32.7％であった。地区

別の有効回答率は、北海道が 42.9％、東北が 29.6％、北信越が 33.3%、関東が 30.4%、東

海が 50.0%、近畿が 34.1%、四国・中国が 31.3%、九州・沖縄が 31.6%であった。（表３） 

表３ アンケート調査回収状況 

 

 

３．２ 回答クラブチームの属性 

回答クラブチームの属性を表４に示した。回答クラブチームのうちＮＰＯ法人は 14.6%

であり、任意団体は 85.4%であった。年間予算は、2008 年に日本野球連盟が実施したアン

ケート調査では 249万円以下が 72.6%であり、本調査でも年間予算は 249万円以下が 72.6%

であった。横尾 12）は、会社チームの人件費等を除いた実質的な年間予算は 3,000万円から

5,000 万円と示している。会社チームの年間予算に対し、クラブチームの年間平均予算は

243.9 万円であり、会社チームとクラブチームの年間予算には大きな乖離があった。2008

地区
北海道 14 (5.1%) 6 (42.9%) 6 (42.9%)
東北 71 (26.1%) 21 (29.6%) 21 (29.6%)
北信越 18 (6.6%) 7 (38.9%) 6 (33.3%)
関東 79 (29.0%) 24 (30.4%) 24 (30.4%)
東海 14 (5.1%) 7 (50.0%) 7 (50.0%)
近畿 41 (15.1%) 15 (36.6%) 14 (34.1%)
中国・四国 16 (5.9%) 6 (37.5%) 5 (31.3%)
九州・沖縄 19 (7.0%) 6 (31.6%) 6 (31.6%)
合計 272 92 89

加盟クラブ数 回収数 有効回答数
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年のアンケート調査では年間予算 2,000 万円以上のクラブチームは存在しなかったが、本

調査では年間予算 2,000万円以上のクラブチームの存在が確認された。 

地区別の属性を表５に示した。ＮＰＯ法人は近畿地区が 42.9%を占め、年間平均予算は

520.4 万円と他地区と比較し最も多い予算となっている。活動年数は、東日本が西日本よ

り長期間活動している傾向がみられた。 

表４ 回答クラブチームの属性 

 

度数 ％
運営形態 NPO 13 14.6%
(n=89) 任意団体 76 85.4%
2011年　年間予算 99万円以内 22 30.1%
(n=73) 100～249万円 31 42.5%

250～499万円 10 13.7%
500～749万円 5 6.8%
750～999万円 3 4.1%
1,000～1,999万円 1 1.4%
2,000万円～ 1 1.4%
平均 243.9万円

活動年数 1～5 19 21.3%
(n=89) 6～10 21 23.6%

11～15 14 15.7%
16～20 9 10.1%
21～25 4 4.5%
26～30 4 4.5%
31～40 6 6.7%
41～50 2 2.2%
51～60 4 4.5%
61～70 2 2.2%
71～80 0 0.0%
81～90 1 1.1%
91～100 2 2.2%
101～110 1 1.1%

平均 20.3年
2011年　週間活動日数 0日 3 3.4%
(n=89) 1日 17 19.1%

2日 33 37.1%
3日 17 19.1%
4日 7 7.9%
5日 1 1.1%
6日 7 7.9%
7日 4 4.5%

平均 2.7日
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表５ 地区別の回答クラブチームの属性 

 

 

３．３ 賛助会費制度の状況 

法人賛助会費は 89 チームのうち 19 チーム(21.3%)が収入を得ており、平均値 472,632

円、中央値 310,000円、最頻値 50,000円、最大値 2,100,000円、最小値 10,000円であっ

た。個人賛助会費は 89チームのうち 25チーム(28.1%)が収入を得ており、平均値 372,720

円、中央値 50,000 円、最頻値 30,000 円、最大値 3,000,000 円最小値 3,000 円であった。

（表 6） 

表６ 賛助会費制度の状況 

 

 

 

 

地区 平均活動年数 平均年間予算
北海道 2 (14.3%) 4 (5.3%) 31.7年 162.1万円
東北 0 (0.0%) 21 (27.6%) 26.6年 85.5万円
北信越 1 (7.1%) 5 (6.6%) 20.0年 308.3万円
関東 3 (21.4%) 21 (27.6%) 26.6年 191.6万円
東海 2 (14.3%) 5 (6.6%) 14.9年 411.0万円

近畿 5 (42.9%) 9 (11.8%) 8.3年 520.4万円

中国・四国 0 (0.0%) 5 (6.6%) 9.6年 338.8万円

九州・沖縄 0 (0.0%) 6 (7.9%) 6.3年 140.7万円
合計 13 76 243.9万円

NPO 任意団体

法人賛助会費 個人賛助会費
採用クラブ数 19 25
平均値 472,632円 372,720円
中央値 310,000円 50,000円
最頻値 50,000円 30,000円
最大値 2,100,000円 3,000,000円
最小値 10,000円 3,000円
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３．４ 地域貢献活動の実施状況 

2011年に行われた地域貢献活動の実施状況を図２に示した。野球関係の地域貢献活動の

実施率は、野球教室が 50.6%を占め、野球大会の主催 11.2%、野球の審判 2.2%であった。

野球関係以外の地域貢献活動の実施率は、先行研究の項目を参考に、まちづくり・まちお

こしに該当する地域イベントのサポート 18.0%、地域イベントの主催 5.6%、高齢者・障害

者の介護・福祉に該当する高齢者との交流 5.6%、障害者との交流 4.5%、児童との交流 1.1%、

青少年・生涯教育に該当する野球以外の教室 10.1%、環境保護に該当する清掃活動 9.0%で

あった。2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生したため、東日本大震災に関わるボラン

ティアを実施したクラブチームが 5.6%存在した。本研究において、東日本大震災に関わる

ボランティアは、継続性の観点から野球関係以外の地域貢献活動から除外した。 

 

図２ 地域貢献活動の実施状況 
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３．５ クラブチーム設立の目的 

設立の目的を 3項目まで回答を求め、図３に示した。回答の結果、「地域の活性化」を目

的として設立されたクラブチームが 49.4%、「青少年の育成」を目的として設立されたクラ

ブチームが 41.6%であり、公益性を目的に設立されたクラブチームが 40%以上存在すること

が判明した。その他の内容は、母校の強化、戦後からの復興、人間性の向上、学生の出場

機会を増やす、新しい野球形態の構築、人材の確保と広報であった。 

 

図３ クラブチーム設立の目的 

 

３．６ 競技活動の目標 

日本野球連盟は、三大大会を都市対抗野球大会、日本選手権大会、全日本クラブ野球選

手権大会と定めている。有効回答したクラブチームの 79.3%が全日本クラブ野球選手権大

会出場を目標としている。これは競技力の高い会社チームが都市対抗野球大会及び日本選

手権大会を年間の目標としていることが想定できる。全日本クラブ野球選手権優勝チーム

は、日本選手権大会への出場権を与えられる。 
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３．７ 自主運営の理念 

社会人野球の運営は、自主運営を基本としている。大会を開催するための球場使用料、

審判員、場内アナウンスへの交通費などすべての経費を参加料として大会へ参加するチー

ムが負担する。横尾 12）は、クラブチームの大会運営への参加意識を高める必要性を指摘し

ている。自主運営の理念の認知は、知っている 58.9%、知らない 41.1%であった。 

 

３．８ 二項ロジスティック回帰分析の結果 

二項ロジスティック回帰分析の結果を表５に示した。2011年の野球関係以外の地域貢献

活動、2010 年から 2011 年の三大大会出場、ＮＰＯ法人化、活動年数の独立変数及び調整

変数の組み合わせが最適となった。分析の結果、野球関係以外の地域貢献活動（56.0%）が

オッズ比 3.329 (P<0.1)、ＮＰＯ法人化(84.6%)はオッズ比 25.961(P<0.001)と特に高い値

を示し有意な傾向が認められた。 

表５ 二項ロジスティック回帰分析結果 

 

 

 

 

lower upper

野球関係以外の地域貢献活動 12.668 *** 非該当 53 (58.9%) 11 (12.2%) (17.2%) 3.329 2.002 to 4.656 0.076 †

該当 11 (12.2%) 14 (15.6%) (56.0%)

三大大会出場（2010年から2011年まで）2.860 † 非該当 56 (62.2%) 18 (20.0%) (24.3%) 3.001 1.575 to 4.426 0.131

該当 8 (8.9%) 7 (7.8%) (46.7%)

ＮＰＯ法人化 21.921 *** 非該当 62 (68.9%) 14 (15.6%) (18.4%) 25.961 24.177 to 27.746 0.000 ***

該当 2 (2.2%) 11 (12.2%) (84.6%)

活動年数 ― 平均 1.021 0.996 to 1.046 0.128
-2対数尤度   73.475a 
Cox-Snell R2乗  .304
Nagelkerke R2乗 .437
※　***P<.001　**P<.01　*P<.05　†P<.1

P

19.5年 22.4年

尤度比
2012年賛助会費

収入なし
2012年賛助会費

収入あり
収入率

adjusted
odds

95%CI
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４．考察 

野球関係以外の地域貢献活動は賛助会費収入に有意な傾向が認められた。田中 13）は、ボ

ランティア・ＮＰＯ・市民活動に参加することにより「地域の様々な人々とつながりがで

きた」（67.6%）という回答が最も多かったと報告している。野球関係以外の地域貢献活動

は、野球に関係のない地域コミュニティとのコミュニケーションの機会となり、地域コミ

ュニティへクラブチームの認知を高めていることが想定される。朱ら 14）は、ＮＰＯ法人の

資金調達において、地域にとって必要な法人と認識されれば景気動向に左右されず、また

競争環境の激化にともなう資金調達の程度も緩和しうると推測されると述べている。野球

関係以外の地域貢献活動は、特定の地域の社会的課題を解決し、地域にとって必要な組織

であることを地域コミュニティに認識されることにより、クラブチームを賛助する要因と

なることが推察できる。 

野球関係の地域貢献活動は、クラブチームが保有している資源を最も活用した地域貢献

活動であると想定できる。岸 15)は、プロ野球独立リーグの地域貢献活動において「野球教

室」の評価が最も高かったと報告している。野球関係の地域貢献活動は、野球関係以外の

地域貢献活動と比較し、地域貢献活動の認知が野球競技者やその関係者など効果が限定さ

れることが推察される。 

権田ら 16）は、スポーツＮＰＯ法人のＮＰＯ法人格取得の理由として社会的認知度が最も

多く、次に多かったのは永続的活動であったと報告している。本研究においてもＮＰＯ法

人化は、クラブチームとクラブチームの活動が地域コミュニティに認知される影響を与え

ることを示唆し、先行研究の結果を支持したといえる。 
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５．結論 

社会人野球クラブチームに対してアンケート調査を実施し、賛助会費収入の有無を規定

する要因について検討した。二項ロジスティック回帰分析を行い、クラブチームの野球関

係以外の地域貢献活動が、地域コミュニティとのコミュニケーションの機会による認知と

特定の地域の社会的課題解決により、賛助会費収入の要因となる傾向があることが推察さ

れた。 

本研究の限界として、社会人野球クラブチームのＮＰＯ法人の運営の実態まで解明して

いない。先行研究 14）では、ＮＰＯ法人の特殊性や経済環境により資金調達環境の厳しさを

指摘している。社会人野球クラブチームのＮＰＯ法人の実態調査については、今後の課題

となる。 

本研究で得られた結果は、日本野球連盟が提唱する地域貢献活動がクラブチームの賛助

会費収入に有意に影響する可能性があることを示すことができたと考える。 

今後は、クラブチームが地域貢献活動により、地域にとって必要な組織であることを地

域コミュニティから認知され「地域の財産」となるとともに、社会人硬式野球の振興が期

待される。 
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